
　　　　　　　　　主　　　　文

　　　　　本件上告を棄却する。

　　　　　上告費用は上告人の負担とする。

　　　　　　　　　理　　　　由

　上告代理人細川清、同富田善範、同高野伸、同久留島群一、同中村和博、同田川

直之、同星野敏、同林田雅隆、同木村政之、同小宮山健彦、同宮田智、同佐藤敏信、

同岡田文夫、同宮田清美、同内山博之、同黒木弘雅の上告理由について

　一　本件は、長崎に投下された原子爆弾の被爆者である被上告人が、原子爆弾被

爆者の医療等に関する法律（昭和三二年法律第四一号。平成六年法律第一一七号に

より廃止。以下「法」という。）八条一項に基づき、被上告人の右半身不全片麻痺

及び頭部外傷が原子爆弾の傷害作用に起因する旨の認定の申請をしたのに対し、昭

和六二年九月二四日、上告人がこれを却下したため、右却下処分（以下「本件処分」

という。）の取消しを求める事件である。

　二　法七条一項は「厚生大臣は、原子爆弾の傷害作用に起因して負傷し、又は疾

病にかかり、現に医療を要する状態にある被爆者に対し、必要な医療の給付を行う。

ただし、当該負傷又は疾病が原子爆弾の放射能に起因するものでないときは、その

者の治ゆ能力が原子爆弾の放射能の影響を受けているため現に医療を要する状態に

ある場合に限る。」と、法八条一項は「前条第一項の規定により医療の給付を受け

ようとする者は、あらかじめ、当該負傷又は疾病が原子爆弾の傷害作用に起因する

旨の厚生大臣の認定を受けなければならない。」と規定している。これらの規定に

よれば、法八条一項に基づく認定をするには、被爆者が現に医療を要する状態にあ

ること（要医療性）のほか、現に医療を要する負傷又は疾病が原子爆弾の放射線に

起因するものであるか、又は右負傷又は疾病が放射線以外の原子爆弾の傷害作用に

起因するものであって、その者の治ゆ能力が原子爆弾の放射線の影響を受けている
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ため右状態にあること（放射線起因性）を要すると解される。原審は、右認定は放

射線起因性を具備していることの証明があった場合に初めてされるものであるが、

原子爆弾による被害の甚大性、原爆後障害症の特殊性、法の目的、性格等を考慮す

ると、認定要件のうち放射線起因性の証明の程度については、物理的、医学的観点

から「高度の蓋然性」の程度にまで証明されなくても、被爆者の被爆時の状況、そ

の後の病歴、現症状等を参酌し、被爆者の負傷又は疾病が原子爆弾の傷害作用に起

因することについての「相当程度の蓋然性」の証明があれば足りると解すべきであ

ると判断した。

　しかしながら、行政処分の要件として因果関係の存在が必要とされる場合に、そ

の拒否処分の取消訴訟において被処分者がすべき因果関係の立証の程度は、特別の

定めがない限り、通常の民事訴訟における場合と異なるものではない。そして、【

要旨】訴訟上の因果関係の立証は、一点の疑義も許されない自然科学的証明ではな

いが、経験則に照らして全証拠を総合検討し、特定の事実が特定の結果発生を招来

した関係を是認し得る高度の蓋然性を証明することであり、その判定は、通常人が

疑いを差し挟まない程度に真実性の確信を持ち得るものであることを必要とすると

解すべきであるから、法八条一項の認定の要件とされている放射線起因性について

も、要証事実につき「相当程度の蓋然性」さえ立証すれば足りるとすることはでき

ない。なお、放射線に起因するものでない負傷又は疾病については、その者の治ゆ

能力が放射線の影響を受けているために医療を要する状態にあることを要するとこ

ろ、右の「影響」を受けていることについても高度の蓋然性を証明することが必要

であることは、いうまでもない。そうすると、原審の前記判断は、訴訟法上の問題

である因果関係の立証の程度につき、実体法の目的等を根拠として右の原則と異な

る判断をしたものであるとするなら、法及び民訴法の解釈を誤るものといわざるを

得ない。
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　もっとも、実体法が要証事実自体を因果関係の厳格な存在を必要としないものと

定めていることがある。例えば、原審が右判断の過程において検討対象としている

原子爆弾被爆者に対する特別措置に関する法律（昭和四三年法律第五三号。平成六

年法律第一一七号により廃止。以下「特措法」という。）五条一項が健康管理手当

の支給の要件として定めているのは、被爆者のかかっている造血機能障害等が「原

子爆弾の放射能の影響によるものでないことが明らかでないこと」というものであ

るから、この規定は、放射線と造血機能障害等との間に因果関係があることを要件

とするのではなく、右因果関係が明らかにないとはいえないことを要件として定め

たものと解される。原審の前記判断も、特措法の関連法規である法八条一項の放射

線起因性の要件についても同様の解釈をすべきであるという趣旨に解されないでは

ない。しかし、特措法は各給付ごとに支給要件を書き分けていることが明らかであ

り、同法五条一項が健康管理手当について右の程度の弱い因果の関係でよいと明文

で規定しているのと対比すれば、同法二条の医療特別手当の支給については、この

ような弱い因果の関係では足りず、通常の因果関係を要するものとされていると解

するほかはない。そして、これらの特措法の規定と対比すれば、むしろ、【要旨】

法七条一項は、放射線と負傷又は疾病ないしは治ゆ能力低下との間に通常の因果関

係があることを要件として定めたものと解すべきである。このことは、法や特措法

の根底に国家補償法的配慮があるとしても、異なるものではない。そうすると、原

審の前記判断は、実体要件に係るものであるとしても、法の解釈を誤るものといわ

なければならない。

　三　ところで、原審は、本件全証拠を総合検討し、被上告人が現に医療を要する

状態にあり、かつ、放射線起因性が認められると認定判断し、本件処分を違法とし

ているので、右の放射線起因性を肯定した原審の認定判断について、以下検討する。

　１　原審が、右認定判断の前提として適法に確定した事実関係等の概要は、次の
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とおりである。

　（一）　長崎に原子爆弾が投下された昭和二〇年八月九日午前一一時二分、被上

告人（当時三歳五箇月）は、爆心地から約二・四五キロメートル離れた長崎市ａ町

ｂ丁目ｃ番地（現同市ｄ町ｅ番地ｆ）の自宅の縁側付近において、爆風により飛来

した屋根がわらにより左頭頂部を直撃され、左頭頂部頭蓋骨陥没骨折、一部欠損の

重傷を負った。被上告人は、右傷害により一時意識不明、上下肢運動機能喪失等に

陥ったが、マーキュロクロムを塗布する治療を受けたのみであった。その後数日間、

被上告人は、自宅にとどまっていたが、下痢症状があり、頭髪が少しずつ抜け始め

た。

　（二）　同月一六日、被上告人は、両親と共に、自宅から徒歩で、爆心地から約

一・七キロメートルの地点を経てｇ駅に至り、列車で爆心地の直近を通過して、長

崎県南高来郡ｈ町に避難し、一〇日間ほどを過ごした後帰宅した。避難先では、被

上告人は、寝たきりであり、治療を受けることはなかったところ、頭部の傷口は化

のうし、うみが出ていた。

　（三）　同年一〇月上旬ころ、被上告人は、両親と共に、同県南松浦郡ｉ町に疎

開した。同所でも、被上告人は、寝たきりであり、頭髪は一層薄くなった。頭部の

傷口は、ふさがらず、水が噴き出すように腐臭の強いうみないし分泌物が流出し続

け、医師からいったん短期間で治る旨の診断を受け、治療を受けたものの、傷口の

一部がふさがりかけると、今度は別の部分からうみ等が出始めるという状況の繰返

しで、治療は効を奏せず、一応の治ゆをみたのは、被爆後二年半ほどたってからで

あった。このような症状の経過、治ゆの遷延は、治療の不十分、不適切さだけでは

十分に説明することができないものであった。同町での治療期間中に、被上告人の

頭部の傷口からかわらの破片が出てきた。

　（四）　同年一二月三一日から翌二一年一月一日にかけて、被上告人は、失神を
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伴う継続的な重度のけいれん発作に襲われ、心マッサージにより息を吹き返した。

同様の発作の回数は次第に減少していったが、その後の学校時代を通じて、年に一、

二回くらい一時的に意識不明の状態に陥ることがあり、同四二年ころまで続いた。

同三四年ころには、約三九度の高熱が一週間ほど継続する症状を呈したが、当時と

しては明確に感染症とは判定することができず、原因は明らかにならなかった。

　（五）　被上告人は、本件処分時においても、現在においても、右片麻痺（脳萎

縮）、頭部外傷と診断され、右半身不全麻痺、右肘関節屈曲拘縮等の障害を有する。

被上告人の左頭頂部の頭蓋骨には陥没骨折があって、骨折部分に対応する部分の脳

実質が欠損しており、この欠損と側脳室が交通していて、脳孔症と診断されるほか、

様々な不定愁訴を有している。これらの根本的治療は困難であるが、症状を緩和さ

せるための薬物療法、理学療法等が現に必要である。

　（六）　高速度で飛んできた小物体による頭部外傷の場合には、脳実質への影響

は、受傷した局所では高度であるが、局限性で脳全体に与える影響は少ないのが通

常であるのに、被上告人の場合は、脳実質にこれを超える広範な損傷がある。この

ように広範な脳孔症は、頭部外傷の合併症というだけでは説明することができない

ようなまれな状態であり、このことは、かわらの打撃以外の要因も加味しているこ

とを強く推認させる。

　（七）　昭和二〇年に日米合同調査団が行った調査結果によれば、長崎において

は、爆心地から一・五キロメートルの地点で約一八パーセント、二キロメートルの

地点で約一〇パーセントの者に、広島においては、爆心地から一・五キロメートル

の地点で約一九パーセント、二キロメートルの地点で約七・五パーセントの者に、

それぞれ脱毛が生じており、いずれにおいても爆心地からの距離が遠くなるに従っ

て脱毛の発症頻度が減少していたなどとされている。また、昭和四〇年に厚生省が

行った調査によれば、被爆地点が二キロメートルを超える場合も、相当多数の者に
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脱毛等の急性症状があり、四キロメートルを超える場合も、早期入市者で一一パー

セント、それ以外の者で三・一パーセントに脱毛が生じたとされている。さらに、

昭和六〇年に厚生省が行った調査によれば、爆心地から二ないし三キロメートルの

地点で被爆した死亡者のうち急性障害によるものが、長崎においては三・二パーセ

ント、広島においては五・四パーセントであったとされている。

　また、長崎市内の爆心地から約二・九キロメートルの、被上告人の被爆場所とほ

ぼ同一方向の地点で被爆したＤは、倒壊した工場の鉄骨製のはりの下敷きとなって

せき椎を骨折したが、被爆直後から発熱が続き、しばらくして脱毛が起こり、被爆

後一年間無月経であった。外傷部は、容易に治ゆせず、腐食して悪臭を発した。同

人は、昭和三四年六月二九日付けで、法八条一項の認定を受けた。

　長崎市内の爆心地から約二・四キロメートルの地点で被爆したＥは、被爆の約一

箇月後に若干の脱毛があり、一緒に被爆した友人は毛髪全部が脱毛した。

　長崎市内の爆心地から約二・五キロメートルの地点で被爆したＦは、被爆直後か

ら発熱し、約一箇月後に脱毛が認められ、約二箇月後に鼻血、おう吐、下痢があっ

た。

　２　その一方で、原審は、右事実関係のほかにも、次の事実を適法に確定してい

る。

　（一）　放射線被爆の人体に及ぼす影響には、確率的影響と確定的影響とがあり、

がんの誘発と遺伝的影響のみが前者に属し、それ以外はすべて後者に属するから、

本件で問題となるのは確定的影響であるところ、確定的影響には一定線量以上の放

射線を浴びないと影響が起こらないしきい値があるとされ、各症状についてのしき

い値としては、脳神経細胞の損傷が一〇〇ラド、白血球減少が五〇ラド、脱毛が三

〇〇ないし五〇〇ラド、リンパ球の障害による免疫能の低下は一〇ラド強などとさ

れている。
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　（二）　原子爆弾による放射線の線量評価システムであるＤＳ八六は、線量評価

に関し設置された日米合同の委員会が一九八六年（昭和六一年）三月に承認し、世

界中において優良性を備えた体系的線量評価システムとして取り扱われてきたもの

であり、ＤＳ八六によれば、長崎におけるガンマ線と中性子線の空気中線量を合計

した放射線量は、爆心地から二・四キロメートルの地点で二・九六三ラド、二・五

キロメートルの地点で二・〇九二ラドであり、残留放射線等による放射線量は評価

するに足りず、右線量についての不確定性の推定値は空気中線量で一三パーセント

であり、臓器線量では二五ないし三五パーセントになるなどとされている。

　３　確かに、右に記載したしきい値理論とＤＳ八六とを機械的に適用する限り、

被上告人の現症状は放射線の影響によるものではないということになり、本件にお

いて放射線起因性があるとの認定を導くことに相当の疑問が残ることは否定し難い

ところである。

　しかしながら、ＤＳ八六もなお未解明な部分を含む推定値であり、現在も見直し

が続けられていることも、原審の適法に確定するところであり、ＤＳ八六としきい

値理論とを機械的に適用することによっては前記三１（七）の事実を必ずしも十分

に説明することができないものと思われる。例えば、放射線による急性症状の一つ

の典型である脱毛について、ＤＳ八六としきい値理論を機械的に適用する限りでは

発生するはずのない地域で発生した脱毛の大半を栄養状態又は心因的なもの等放射

線以外の原因によるものと断ずることには、ちゅうちょを覚えざるを得ない。この

ことを考慮しつつ、前記三１の事実関係、なかんずく物理的打撃のみでは説明しき

れないほどの被上告人の脳損傷の拡大の事実や被上告人に生じた脱毛の事実などを

基に考えると、被上告人の脳損傷は、直接的には原子爆弾の爆風によって飛来した

かわらの打撃により生じたものではあるが、原子爆弾の放射線を相当程度浴びたた

めに重篤化し、又は右放射線により治ゆ能力が低下したために重篤化した結果、現
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に医療を要する状態にある、すなわち放射線起因性があるとの認定を導くことも可

能であって、それが経験則上許されないものとまで断ずることはできない。

　四　そうであるとするならば、本件において放射線起因性が認められるとする原

審の認定判断は、是認し得ないものではないから、原審の訴訟上の立証の程度に関

する前記法令違反は、判決の結論に影響を及ぼすことが明らかであるとはいえない。

したがって、結局、論旨は採用することができない。

　よって、裁判官全員一致の意見で、主文のとおり判決する。

（裁判長裁判官　金谷利廣　裁判官　千種秀夫　裁判官　元原利文　裁判官　奥田

昌道）
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